
 

 
 
 
  

 
各   位 

特別損失の計上及び繰延税金資産の取

 当社は、最近の業績動向等を踏まえ、平成

税金資産の取崩しを行う見込みとなりましたので、

 また、これに伴い、平成28年11月２日に公表いたしました平成

いたします。 

 
１．特別損失の計上 

(1) 構造改革費用 

平成29年１月23日に公表いたしました「構造改革の実施に関するお知らせ」

過）構造改革の実施に伴う特別損失の計上に関するお知らせ」に記載の通り、当社は、

たします。 

金額につきましては、営業・生産体制の再構築に伴う費用

(2) 減損損失 

当社が保有する一部の固定資産（ソフトウェア、工具器具備品等）

定資産の減損に係る会計基準」に基づく回収可能性を検討した結果、

円計上する見込みであります。 

(3) 投資有価証券評価損 

当社が保有する投資有価証券のうち、「その他有価証券」に区分されるものに

められたものについては、連結及び個別決算において、

 
２．繰延税金資産の取崩し 

過去の業績並びに当社を取巻く経営環境を踏まえた今後の業績見通しを総合的に勘案し、

結果、連結及び個別決算において、繰延税金資産
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繰延税金資産の取崩し並びに業績予想の修正に関するお知らせ

 

平成29年３月期（平成28年４月１日～平成29年３月31日）

を行う見込みとなりましたので、お知らせいたします。 

月２日に公表いたしました平成29年３月期通期業績予想を修正いたしましたので、

 

記 

に公表いたしました「構造改革の実施に関するお知らせ」及び平成29年３月６日に公表いたしました「（開示事項の経

過）構造改革の実施に伴う特別損失の計上に関するお知らせ」に記載の通り、当社は、連結及び個別決算において

金額につきましては、営業・生産体制の再構築に伴う費用等を精査した結果、523百万円を見込んでおります

（ソフトウェア、工具器具備品等）に関して、収益性の低下による減損の兆候が認められたことから、「固

定資産の減損に係る会計基準」に基づく回収可能性を検討した結果、連結及び個別決算において、当該固定資産に関する

「その他有価証券」に区分されるものに関して、時価が著しく下落し、その回復が困難であると

個別決算において、投資有価証券評価損を４百万円計上する見込みであります。

過去の業績並びに当社を取巻く経営環境を踏まえた今後の業績見通しを総合的に勘案し、繰延税金資産の回収の可能性を慎重に検討した

繰延税金資産705百万円を取崩し、法人税等調整額に計上する見込みであります

会 社 名 日 本 ア ン テ ナ 株 式 会 社

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長

（東証ＪＡＳＤＡＱスタンダード・コード番号：６９３０）

問 合 せ 先 常務取締役管理本部長

 ＴＥＬ ０３－３８９３－５２２１

 
 

平成29年５月２日 

 

業績予想の修正に関するお知らせ 

日）において、特別損失の計上及び繰延

年３月期通期業績予想を修正いたしましたので、あわせてお知らせ

年３月６日に公表いたしました「（開示事項の経

個別決算において、構造改革費用を計上い

百万円を見込んでおります。 

減損の兆候が認められたことから、「固

当該固定資産に関する減損損失を５百万

、時価が著しく下落し、その回復が困難であると認

百万円計上する見込みであります。 

繰延税金資産の回収の可能性を慎重に検討した

し、法人税等調整額に計上する見込みであります。 

日 本 ア ン テ ナ 株 式 会 社 

代 表 取 締 役 社 長 瀧 澤  豊  
（東証ＪＡＳＤＡＱスタンダード・コード番号：６９３０） 

常務取締役管理本部長  清 水 重 三  
０３－３８９３－５２２１ 
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３．平成29年３月期通期業績予想の修正 
（１）連結業績予想値の修正（平成28年４月１日～平成29年３月31日） 

 

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

親会社株主に 
帰属する 
当期純利益 

1株当たり 

当期純利益 

 

前回発表予想（Ａ） 

百万円 

15,200 

百万円 

140 

百万円 

80 

百万円 

30 

円銭 

2.40 

今回発表予想（Ｂ） 14,051 △293 △344 △1,477 △117.98 

増 減 額 （Ｂ－Ａ） △1,149 △433 △424 △1,507 ─ 

増 減 率 （％） △7.6 ─ ─ ─ ─ 

(ご参考)前期実績 

(平成28年３月期) 
16,378 233 263 118 9.28 

 

（２）個別業績予想値の修正（平成28年４月１日～平成29年３月31日） 
 

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 
1株当たり 

当期純利益 

 

前回発表予想（Ａ） 

百万円 

14,800 

百万円 

120 

百万円 

60 

百万円 

10 

円銭 

0.80 

今回発表予想（Ｂ） 13,715 △306 △364 △1,493 △119.26 

増 減 額 （Ｂ－Ａ） △1,085 △426 △424 △1,503 ─ 

増 減 率 （％） △7.3 ─ ─ ─ ─ 

(ご参考)前期実績 

(平成28年３月期) 
15,813 178 224 96 7.56 

     
４．業績予想との差異の理由 

情報関連機器の売上高につきましては、第３四半期以降も新製品の販売や販路の拡大を積極的に行いましたが、テレビ用アンテナやケー

ブル等の家庭用機器におきまして、前回の業績予想公表時の想定を上回る厳しい事業環境が継続し、競争が激化したこともあり、大きく減

収となりました。通信用アンテナの売上高につきましても、官需向けアンテナや通信事業者向け基地局アンテナの市況が弱含みに推移いた

しました。また、関連工事においても、新築ビル内共聴工事が低調となりました。 

利益面につきましては、引き続きコストダウンに注力したものの、売上の減少による影響が大きく、また、特別損失の計上や繰延税金資

産の取崩しを行ったため、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益とも、前回の業績予想値を大きく下回り、赤字となりま

した。 

 

５．配当予想  
配当予想につきましては、一株当たり21円の予想を据え置いております。 

 

６．今後の対応 
当社の今後の対応といたしましては、抜本的な構造改革のもと、環境に左右されない強固な経営基盤を構築することを通じて、引き続き

販売・生産体制の強化を図り、シェアの拡大と新しいマーケットの開拓を行うとともに、更なる効率化とコストダウンに努め、収益の改善

に向けて邁進いたします。 

 

７．業績予想の適切な利用に関する説明 
上記の業績予想は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、当社としてその実現を約束す

る趣旨のものではありません。実際の業績は市場の需要動向等様々な要因によって予想とは異なる結果となる可能性があります。 

 

                                                            以 上             
               


